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[bookmark: _Hlk191503055]令和８年度広島県農業分野における新たな就労確保事業業務企画提案書

１　業務実施の基本方針
	※最初に仕様書の目的を踏まえ、農福連携を推進する上での課題、今後必要となる対策などについて幅広に（今回の業務の内容にとらわれず）述べてください。
　特に、地域の農業者の担い手不足等のニーズの掘り起こしが課題となっており、農業者の情報を把握するための強みについて必ず触れたうえで、本業務をどのように実施するかについての基本的な方針をまとめてください。
※基本的な方針では障害者就労継続支援事業所（以下「事業所」という。）の工賃向上を実現するために、どのような点に留意するかも重要となりますので、この点も必ず触れるようにしてください。













２　実施体制
(1) 組織体制図
	※本業務の実施部署や従業員の人数、指揮命令系統などの業務実施体制を図式化して示してください。
※関係団体などとの連携の下で取り組むことを提案する場合は、図式の中にこれらの組織を位置付けて体制を整理してください。















(2) 役割分担（コーディネーター、アドバイザーは除く）
	予定者氏名
	役職
	予定者が有する資格・能力（実務経験等）
及び担当する業務の内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　※契約後に担当者を新規雇用する予定である場合は予定者氏名欄にその旨記載してください
　　※欄が足りない場合は追加してください。

(3) 過去の類似業務の実績
	業務名
	発注機関名
	契約期間

	
	
	

	業務の概要




　　※本業務の実施に生かすことができると考えられる過去の業務の実績をまとめてください。
　　※類似業務として、農業者等に関する調査・計画策定支援など、農業者のニーズ把握に関係する業務なども含まれます。

３　企画提案内容
(1)  農福連携相談窓口の設置・運営
	※窓口の開設時期、体制（配置する人員数、対応者の知識・経験など）、相談の受付方法（電話、メール、対面など）、相談内容の記録管理方法等について記載してください。
※多数の相談があった場合の効果的な対応手法（入力フォームの整備、Ｑ＆Ａサイトの開設など）などの提案があれば、合わせて記載してください。

















(2)  事業所と農業者のマッチング支援
	※農業者や事業所のニーズの掘り起こし、効果的なマッチング支援の方法について、一連の実施の流れが分かるように記載してください。特に農業者のニーズの掘り起こし方法について具体的な提案があれば記載してください。
※マッチングを支援するコーディネーターの確保について、確保する方法、人数や資格・実務経験について記載してください。
※マッチングの目標を設定する場合は、目標数を記載してください。

＜ニーズの掘り起こし＞






＜マッチング支援の方法＞






＜コーディネーターの確保＞
・確保する方法




・コーディネーター予定者
	予定者氏名
	予定者が有する資格・能力（実務経験）

	
	

	
	

	
	

	
	


※欄が足りない場合は追加してください。

＜マッチング目標＞　※設定する場合







	※事業所等からの派遣依頼に対して、どのようにアドバイザーを派遣するのかなどの運営方法（派遣する人材の決定方法、派遣経費（報酬・旅費等）の支払方法、派遣実績の記録管理方法など）について記載してください。
※アドバイザーの確保について、確保する方法、人数や資格・実務経験について記載してください。
※アドバイザーの派遣回数について、派遣回数に上限を設ける場合は、その回数を記載してくさい。

＜アドバイザー派遣の運用方法＞



＜アドバイザーの確保＞
・確保する方法


・アドバイザー予定者
	予定者氏名
	担当分野
	予定者が有する資格・能力（実務経験）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※欄が足りない場合は追加してください。

＜アドバイザー派遣回数の上限数＞　※設定する場合





 (3)  農業専門家等の派遣

 (4) 農福連携に関する情報発信及び意識啓発等
	※農福連携に関する情報発信について、効果的な方法を提案してください。また、当該事業等の農福連携取組事例について、事例の収集方法やとりまとめ頻度、事業所や農業者等への情報発信方法について記載してください。
※農福連携の取組を推進するために開催するセミナー等の企画内容（セミナーの構成、開催方法、開催回数等）について記載してください。
※農福連携の普及啓発を行うために有効と考える取組 (貴社のネットワークや広報媒体などの活用により実施可能なもの)を提案してください。

＜情報発信＞








＜セミナー等の企画＞











＜普及啓発＞













(5) 業務に係る全体スケジュール
	事業(事務)内容
	令和８年
	令和９年

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	１　農福連携相談窓口の設置・運営




２　事業所と農業者のマッチング支援




３　農業専門家等の派遣




４　農福連携に関する情報発信




(５　　　　　　　)




	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　※（５　　）はその他の提案事項があれば記載してください。

